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海津市 新市まちづくり計画 新旧対照表 

  

頁 行 旧(現行) 新 

6 14 

～

15 

（３）計画の期間 

基本方針は、新市の将来方向を展望した長期的なものとし、新

市の基盤を形成するために、合併年度及びその後の１５年間（財

政計画については平成１７年度～３１年度）を計画期間とします。 

 

（３）計画の期間 

基本方針は、新市の将来方向を展望した長期的なものとし、新

市の基盤を形成するために、合併年度及びその後の２０年間（財

政計画については平成１７年度～３６年度）を計画期間とします。 

12 7 

～ 

10 

１ 人口（総人口、年齢別人口） 

将来人口については、社会減に加え少子化の進展によってます

ます減少すると予測されていることから、平成３１年の人口を３

７，５００人と設定します。 

 また、年齢別人口については、少子高齢化の進行によって平成

３１年（2019年）で１４歳以下の年少人口が９．０％に低下し、

６５歳以上の老年人口が２９．１％に上昇すると予測されます。 

 

１ 人口（総人口、年齢別人口） 

将来人口については、社会減に加え少子化の進展によって   

1   減少すると予測されていることから、平成３６年の人口を

３３，６１０人と設定します。 

 また、年齢別人口については、少子高齢化の進行によって平成            

３６年（2024年）で１４歳以下の年少人口が１１．５％となり、 

６５歳以上の老年人口が３３．７％に上昇すると予測されます。 

12 12

～ 

13 

２ 世帯数 

 世帯数については、単身高齢者世帯の増加が予想されますが、

人口の減少を加味し、平成３１年（2019 年）で１２，５００世帯

と予測します。 

 

２ 世帯数 

 世帯数については、単身高齢者世帯の増加が予想されますが、

人口の減少を加味し、平成３６年（2024 年）で１１，２０３世帯

と予測します。 
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頁 行 旧(現行) 新 

12 表 

3 

- 

1 

表 3-1 人口・世帯数の見通し 
（単位：人、世帯） 

区  分 
平成 2年 

（1990） 

平成 7年 

（1995） 

平成12年 

（2000） 

平成21年 

（2009） 

平成26年 

（2014） 

平成31年 

（2019） 

総 人 口 40,811 41,694 41,204 41,300 41,300 37,500 

年 

齢 

別 

人 

口 

年少人口（ 0～14歳） 8,365 7,552 6,512 4,800 3,900 3,400 

構成比  20.5％  18.1％  15.8％  11.6％   9.4％   9.0％ 

生産年齢人口（15～64歳） 27,131 27,759 27,423 27,500 27,500 23,200 

構成比  66.5％  66.6％  66.6％  66.6％  66.6％  61.9％ 

老年人口（65歳以上） 5,315 6,383 7,262 9,000 9,900 10,900 

構成比  13.0％  15.3％  17.6％  21.8％  24.0％  29.1％ 

年齢不詳 0 0 7 0 0 0 

世   帯   数 9,873 10,565 11,070 12,200 12,900 12,500 

１世帯当たり人員 4.1 3.9 3.7 3.4 3.2 3.0 

（資料：国勢調査、H21、H26、H31は推計値） 

 

表 3-1 人口・世帯数の見通し 
（単位：人、世帯） 

区  分 
平成 2年 

（1990） 

平成 7年 

（1995） 

平成12年 

（2000） 

平成21年 

（2009） 

平成26年 

（2014） 

平成31年 

（2019） 

平成36年 

（2024） 

総 人 口 40,811 41,694 41,204 41,300 41,300 34,956 33,610 

年 

齢 

別 

人 

口 

年少人口（ 0～14歳） 8,365 7,552 6,512 4,800 3,900 3,942 3,860 

構成比  20.5％  18.1％  15.8％  11.6％   9.4％  11.3％ 11.5％ 

生産年齢人口（15～64歳） 27,131 27,759 27,423 27,500 27,500 20,014 18,413 

構成比  66.5％  66.6％  66.6％  66.6％  66.6％  57.2％ 54.8％ 

老年人口（65歳以上） 5,315 6,383 7,262 9,000 9,900 11,000 11,337 

構成比  13.0％  15.3％  17.6％  21.8％  24.0％  31.5％ 33.7％ 

年齢不詳 0 0 7 0 0 0 0 

世   帯   数 9,873 10,565 11,070 12,200 12,900 11,652 11,203 

１世帯当たり人員 4.1 3.9 3.7 3.4 3.2 3.0 3.0 

（資料：国勢調査、H21、H26、H31、H36は推計値） 
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頁 行 旧(現行) 新 

13 3 

～ 

11 

３ 就業人口 

将来の就業者数もこうした傾向が続くものと考えられますが、総人

口の減少を加味し、平成３１年（2019年）の就業者数を１９，８０

０人と設定します。 

 第１次産業は、担い手の高齢化、後継者の不足、輸入農産物の増

加等の影響により、就業者は減少傾向にあります。この趨勢は今後

も続くと考えられ、平成３１年（2019年）で１，３００人と想定し

ます。 

 第２次産業就業者数は、経済不況、国内企業の海外移転、中国な

どからの安い商品の流入等によって、工場数も減少傾向にあること

から、やや減少するものと考えられ、総人口の減少を加味し、平成

３１年（2019年）で７，５００人と想定します。 

 第３次産業就業者数は、産業のソフト化・サービス化などによっ

て増加傾向が進むものと考えられますが、総人口の減少を加味し、

平成３１年（2019年）で１１，０００人と想定します。 

 

３ 就業人口 

将来の就業者数もこうした傾向が続くものと考えられるので、総人

口の減少を加味し、平成３６年（2024年）の就業者数を１７，７１

２人と設定します。 

 第１次産業は、担い手の高齢化、後継者の不足、輸入農産物の増

加等の影響により、就業者は減少傾向にあります。この趨勢は今後

も続くと考えられ、平成３６年（2024年）で１，２９３人と想定し

ます。 

 第２次産業就業者数は、経済不況、国内企業の海外移転、中国な

どからの安い商品の流入等によって、工場数も減少傾向にあること

から、やや減少するものと考えられ、総人口の減少を加味し、平成

３６年（2024年）で６，５５３人と想定します。 

 第３次産業就業者数は、産業のソフト化・サービス化などによっ

て増加傾向が進むものと考えられますが、総人口の減少を加味し、

平成３６年（2024年）で９，８６６人と想定します。 
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頁 行 旧(現行) 新 

13 表 

3 

- 

2 

表 3-2 産業別就業者数の推移 
（単位：人） 

 

昭和55年 

（1980） 

昭和 60年 

（1985） 

平成 2年 

（1990） 

平成 7年 

（1995） 

平成12年 

（2000） 

平成21年 

（2009） 

平成 26年 

（2014） 

平成31年 

（2019） 

就業者数 19,253 19,705 20,748 21,725 21,702 21,800 22,000 19,800 

就 業 率  51.1％  49.8％  50.8％  52.1％  52.7％  52.8％  53.3％  52.8％ 

 

内 

 

 

訳 

第 1次産業 4,184 3,393 2,686 2,287 2,073 1,800 1,600 1,300 

構成比  21.7％  17.2％  12.9％  10.5％   9.6％   8.3％   7.3％   6.6％ 

第 2次産業 7,775 8,640 9,424 9,579 9,082 8,900 8,900 7,500 

構成比  40.4％  43.8％  45.4％  44.1％  41.8％  40.8％  40.4％  37.8％ 

第 3次産業 7,288 7,666 8,635 9,841 10,512 11,100 11,500 11,000 

構成比  37.9％  38.9％  41.6％  45.3％  48.4％  50.9％  52.3％  55.6％ 

分類不能 6 6 3 18 35 0 0 0 

（資料：国勢調査、H21、H26、H31は推計値） 

 

表 3-2 産業別就業者数の推移 
（単位：人） 

 

昭和55年 

（1980） 

昭和 60年 

（1985） 

平成 2年 

（1990） 

平成 7年 

（1995） 

平成12年 

（2000） 

平成21年 

（2009） 

平成26年 

（2014） 

平成31年 

（2019） 

平成36年 

（2024） 

就業者数 19,253 19,705 20,748 21,725 21,702 21,800 22,000 18,362 17,712 

就 業 率  51.1％  49.8％  50.8％  52.1％  52.7％  52.8％  53.3％ 52.5％ 52.7％ 

 

内 

 

 

訳 

第 1次産業 4,184 3,393 2,686 2,287 2,073 1,800 1,600 1,340 1,293 

構成比  21.7％  17.2％  12.9％  10.5％   9.6％   8.3％   7.3％ 7.3％ 7.3％ 

第 2次産業 7,775 8,640 9,424 9,579 9,082 8,900 8,900 6,795 6,553 

構成比  40.4％  43.8％  45.4％  44.1％  41.8％  40.8％  40.4％ 37.0％ 37.0％ 

第 3次産業 7,288 7,666 8,635 9,841 10,512 11,100 11,500 10,227 

 

9,866 

構成比  37.9％  38.9％  41.6％  45.3％  48.4％  50.9％  52.3％ 55.7％ 55.7％ 

分類不能 6 6 3 18 35 0 0 0 0 

（資料：国勢調査、H21、H26、H31、H36は推計値） 

14 23 

～ 

24 

 

③「活力」を高める 

 また、情報化の進展に伴う就業形態の変化や地域でのサービス機

会の拡大などからＳＯＨＯ（＊注１）やコミュニティビジネス（＊

注 2）を支援していく必要があります。 

 

③「活力」を高める 

また、情報化の進展に伴う就業形態の変化や地域でのサービス機 

会の拡大などからＳＯＨＯ（＊注１）やコミュニティ・ビジネス（＊

注 2）を支援していく必要があります。 

 

16 24

～ 

25 

④ 活力ある産業都市 

 また、商業の育成、ＳＯＨＯやコミュニティビジネスを支援し、

地域性を生かした産業を育成することによって若者に魅力ある職

場を確保し、地域の雇用力を高めます。 

 

④ 活力ある産業都市 

また、商業の育成、ＳＯＨＯやコミュニティ・ビジネスを支援し、

地域性を生かした産業を育成することによって若者に魅力ある職 

場を確保し、地域の雇用力を高めます。 
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頁 行 旧(現行) 新 

17 

19 

～ 

30 

 

 

（５）豊かで活力のある産業の振興 

 新市の特性である農業の高度化・多角化を図り、多様な担い手を

育成しながら地産地消（＊注）を基本とした活力のある農業の振興、

豊かな田園環境を維持していきます。（略） 

（＊注）地元でとれた生産物を地元で消費すること。 

 

（５）豊かで活力のある産業の振興 

 新市の特性である農業の高度化・多角化を図り、多様な担い手を

育成しながら土地利用型農業を基本とした活力のある農業の振興、

豊かな田園環境を維持していきます。（略） 

                        

18 15 

～ 

18 

２）公共交通網 

 市民、特に高齢者や児童・生徒の貴重な交通機関である近鉄養老

線          の運行本数の増加、スピードアップ化によ

る輸送力の増強、既存の民営バスルートの存続、新設ルートの設定

を関係機関に要望していきます。 

 

２）公共交通網 

 市民、特に高齢者や児童・生徒の貴重な交通機関である養老鉄道

養老線（旧近鉄養老線）の運行本数の増加、スピードアップ化によ

る輸送力の増強、既存の民営バスルートの存続、新設ルートの設定

を関係機関に要望していきます。 

22 14 １ 主要施策の構成 

⑧上下水道の整備 

 

１ 主要施策の構成 

⑧上下水道等の整備 

23 2 

～ 

４ 

① 保健・医療体制の充実 

 増大かつ専門化しつつある医療需要に応え、海津郡医師会病院を

地域の中核病院として、各民間医療機関の連携体制を強化し、便利

で体系的な医療供給が図れるようにつとめます。 

 

① 保健・医療体制の充実 

 増大かつ専門化しつつある医療需要に応え、海津市医師会病院を

地域の中核病院として、各民間医療機関の連携体制を強化し、便利

で体系的な医療供給が図れるようにつとめます。 

23 10

～

13 

③ 子育て支援体制の充実 

 少子化対策がこれからの社会の重要な課題との認識に立ち、乳幼

児医療費助成制度の充実、保育所の充実       、子育て支

援センターの整備など、市民が子どもを安心して生み育てられる環

境整備・支援体制を充実します。 

 

③ 子育て支援体制の充実 

 少子化対策がこれからの社会の重要な課題との認識に立ち、乳幼

児医療費助成制度の充実、保育所・認定こども園の充実、子育て支

援センターの整備など、市民が子どもを安心して生み育てられる環

境整備・支援体制を充実します。 
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頁 行 旧(現行) 新 

25 13 

～ 

16 

④ 公共交通機関の充実 

 近鉄養老線          の輸送力の増強、駅舎・ホーム

の改善、既存の民営バスルートの存続、新設ルートの設定を関係機

関に要望していきます。 

 

④ 公共交通機関の充実 

 養老鉄道養老線（旧近鉄養老線）の輸送力の増強、駅舎・ホーム

の改善、既存の民営バスルートの存続、新設ルートの設定を関係機

関に要望していきます。 

25 30 ⑧ 上下水道の整備 

 

⑧ 上下水道等の整備 

27 

～ 

28 

表 【主要な事業】 

施策項目 主要事業 備考 

（略） （略） （略） 

公共交通機関の充実 

近鉄養老線        

   の輸送力増強 
 

（略）  

（略） （略） （略） 

治山・砂防の強化 
公共通常砂防事業 県事業 

             

上下水道の整備 （略）  

防災対策の強化 
（略）  

家屋耐震診断助成事業  

（略） （略）  
 

【主要な事業】 

施策項目 主要事業 備考 

（略） （略） （略） 

公共交通機関の充実 

養老鉄道養老線（旧近鉄養

老線）の輸送力増強 
 

（略）  

（略） （略） （略） 

治山・砂防の強化 
公共通常砂防事業 県事業 

治山事業 県事業 

上下水道等の整備 （略）  

防災対策の強化 
（略）  

建築物等耐震化促進事業  

（略） （略）  
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頁 行 旧(現行) 新 

30 9 ① 小中学校施設等の整備・充実 

（略） 

 小・中学校の高速通信網インターネット利用環境を整備します。 

 

① 小中学校施設等の整備・充実 

（略） 

 ＩＣＴ環境整備とＩＣＴを活用した学習活動を充実  します。 

31 表 【主要な事業】 

施策項目 主要事業 備考 

小中学校施設等の整

備・充実 

（略）  

パソコン等教育設備・備品

整備事業 
 

（略） （略）  
 

【主要な事業】 

施策項目 主要事業 備考 

小中学校施設等の整

備・充実 

（略）  

ＩＣＴ等教育設備 ・備品

整備事業 
 

（略） （略）  
 

32 9 

～ 

10 

① 都市近郊農業等の育成 

 林業については、森林のもつ水源かん養など公益的機能を高め適

正な森林管理    につとめるとともに、特用林産物の振興を推

進します。 

 

① 都市近郊農業等の育成 

 林業については、森林のもつ水源かん養など公益的機能を高める

ための適正な森林管理につとめるとともに、特用林産物の振興を推

進します。 

33 表 【主要な事業】 

施策項目 主要事業 備考 

都市近郊農業等の育成 

（略）  

水田農業振興緊急整備事業 

（海津・海津2期・平田） 

 

県事業 

（略）  
 

【主要な事業】 

施策項目 主要事業 備考 

都市近郊農業等の育成 

（略）  

水田農業振興緊急整備事業 

（海津・海津2期・海津3期・

平田） 

県事業 

（略）  
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35 表 Ⅵ 新市における岐阜県事業の推進 

施策項目 事業名 

（略） （略） （略） 

豊かで活力の

ある産業の振

興 

都 市 近 郊 農

業・河川漁業

の育成 

（略） 

水田農業振興緊急整備事業（海津第2

期） 

（略） 
 

Ⅵ 新市における岐阜県事業の推進 

施策項目 事業名 

（略） （略） （略） 

豊かで活力の

ある産業の振

興 

都 市 近 郊 農

業・河川漁業

の育成 

（略） 

水田農業振興緊急整備事業（海津第2

期・海津第3期） 

（略） 
 

37 2 

～ 

8 

Ⅷ 財政計画 

 新市の財政計画は、合併後の１５年間について、歳入・歳出の各

項目ごとに合併後の実績、経済情勢、人口推移等を勘案しながら推

計し、普通会計ベースで作成したものです。 

 作成に当たっては、合併後の１５年間及びこれ以降においても健

全な財政運営を継続することを基本として、新市建設計画に基づく

事業の実施に伴う財政への影響、合併による経費の削減効果、国の

財政措置等を反映させるとともに、将来の財政負担となる地方債の

発行が適正な範囲となるよう配慮しています。 

 

Ⅷ 財政計画 

新市の財政計画は、合併後の２０年間について、歳入・歳出の各

項目ごとに合併後の実績、経済情勢、人口推移等を勘案しながら推

計し、普通会計ベースで作成したものです。 

 作成に当たっては、合併後の２０年間及びこれ以降においても健

全な財政運営を継続することを基本として、新市建設計画に基づく

事業の実施に伴う財政への影響、合併による経費の削減効果、国の

財政措置等を反映させるとともに、将来の財政負担となる地方債の

発行が適正な範囲となるよう配慮しています。 

 

37 10

～

12 

１ 地方税（譲与税及び交付金） 

 地方税については、合併後の実績(平成２３年度まで)、中長期財

政計画及び総合開発計画と整合を図りながら（以下「合併後の実 

績等」という。）、今後の経済見通し等を勘案して推計しています。 

 

１ 地方税（譲与税及び交付金） 

 地方税については、合併後の実績(平成２８年度まで)、中長期財

政計画及び第２次総合計画と整合を図りながら（以下「合併後の実

績等」という。）、今後の経済見通し等を勘案して推計しています。 
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頁 旧 

(現

行) 

歳入                                                                      （単位：百万円） 

区   分 平成 

17年度 

平成 

18年度 

平成 

19年度 

平成 

20年度 

平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

平成 

26年度 

平成 

27年度 

平成 

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

平成 

31年度 

地方税 4,173 4,213 4,796 4,779 4,717 4,415 4,332 4,351 4,447 4,444 4,359 4,356 4,353 4,270 4,268 

地方譲与税 508 664 354 342 321 311 303 326 326 326 326 326 326 326 326 

利子割・配当割・株式譲渡割交付金 49 50 56 36 31 31 30 37 37 37 37 37 37 37 37 

地方消費税交付金 335 349 343 316 329 328 329 329 329 329 329 329 329 329 329 

軽油・自動車税交付金 197 200 190 169 99 89 68 85 85 85 85 85 85 85 85 

地方特例交付金 149 136 37 63 80 83 75 14 14 14 14 14 14 14 14 

地方交付税 4,845 4,277 3,997 4,197 4,452 4,690 5,043 5,066 4,950 4,872 4,778 4,692 4,534 4,381 4,264 

交通安全交付金 10 10 10 9 9 8 8 9 9 9 9 9 9 9 9 

分担金・負担金 177 175 170 197 192 191 211 211 211 211 211 211 211 211 211 

使用料 508 496 390 344 257 250 253 284 284 284 284 284 284 284 284 

手数料 42 46 49 51 60 63 66 60 60 60 60 60 60 60 60 

国庫支出金 949 917 717 1,393 1,151 1,406 1,375 1,120 1,109 1,256 1,227 1,176 1,200 1,225 1,225 

県支出金 648 621 1,087 828 870 732 912 920 797 808 819 831 843 855 855 

財産収入 42 47 88 59 39 85 19 56 56 56 56 56 56 56 56 

寄附金 11 19 11 13 16 13 12 14 14 14 14 14 14 14 14 

繰入金 643 309 1,450 442 203 17 0 130 330 330 330 130 230 1,130 830 

諸収入 607 648 536 558 553 650 542 484 484 435 433 430 428 425 423 

地方債 957 1,694 1,335 1,579 1,239 1,389 1,418 2,036 1,929 1,738 1,146 875 815 731 621 

繰越金 1,402 1,806 1,213 1,170 1,579 1,170 1,582 1,754 1,498 1,526 1,314 1,434 1,141 633 625 

歳入合計 16,252 16,677 16,829 16,545 16,197 15,921 16,578 17,286 16,969 16,834 15,831 15,349 14,969 15,075 14,536 

                                平成２３年度までは実績値、平成２４年度以降は中期財政計画の財政推計(平成２４年９月)に基づく推計値 

39 
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頁 新 歳入                                                                      （単位：百万円） 

区   分 平成 

17年度 

平成 

18年度 

平成 

19年度 

平成 

20年度 

平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

平成 

26年度 

平成 

27年度 

平成 

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

平成 

31年度 

地方税 4,173 4,213 4,796 4,779 4,717 4,415 4,332 4,338 4,351 4,298 4,278 4,232 4,254 4,198 4,198 

地方譲与税 508 664 354 342 321 311 303 289 275 262 273 271 269 274 274 

利子割・配当割・株式譲渡割交付金 49 50 56 36 31 31 30 25 61 56 66 31 59 46 46 

地方消費税交付金 335 349 343 316 329 328 329 327 324 399 670 592 603 603 653 

軽油・自動車税交付金 197 200 190 169 99 89 68 98 87 31 60 62 83 78 37 

地方特例交付金 149 136 37 63 80 83 75 15 14 14 13 14 15 15 15 

地方交付税 4,845 4,277 3,997 4,197 4,452 4,690 5,043 5,094 5,099 4,961 5,095 5,014 5,031 4,842 4,821 

交通安全交付金 10 10 10 9 9 8 8 8 8 7 7 7 6 7 7 

分担金・負担金 177 175 170 197 192 191 211 177 179 174 125 67 37 37 37 

使用料 508 496 390 344 257 250 253 243 243 240 246 240 233 233 233 

手数料 42 46 49 51 60 63 66 66 66 68 69 61 60 60 60 

国庫支出金 949 917 717 1,393 1,151 1,406 1,375 1,073 1,140 1,294 1,638 1,406 1,390 1,385 1,381 

県支出金 648 621 1,087 828 870 732 912 1,009 727 900 1,332 1,303 1,100 1,218 1,222 

財産収入 42 47 88 59 39 85 19 109 84 110 261 56 34 54 54 

寄附金 11 19 11 13 16 13 12 13 13 14 18 24 35 16 16 

繰入金 643 309 1,450 442 203 17 0 39 394 458 75 252 739 430 680 

諸収入 607 648 536 558 553 650 542 594 543 512 501 511 454 488 488 

地方債 957 1,694 1,335 1,579 1,239 1,389 1,418 1,818 2,571 2,267 1,385 1,131 1,455 1,104 889 

繰越金 1,402 1,806 1,213 1,170 1,579 1,170 1,582 1,754 1,601 1,369 810 915 628 772 683 

歳入合計 16,252 16,677 16,829 16,545 16,197 15,921 16,578 17,089 17,780 17,434 16,922 16,189 16,485 15,860 15,794 

                               平成２８年度までは実績値、平成２９年度以降は中期財政計画の財政推計(平成２９年１０月)に基づく推計値 

39 



- 11 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

頁 新                             

区   分 平成 

32年度 

平成 

33年度 

平成 

34年度 

平成 

35年度 

平成 

36年度 

地方税 4,198 4,149 4,150 4,152 4,159 

地方譲与税 274 274 274 274 274 

利子割・配当割・株式譲渡割交付金 46 46 46 46 46 

地方消費税交付金 867 867 867 867 867 

軽油・自動車税交付金 0 0 0 0 0 

地方特例交付金 15 15 15 15 15 

地方交付税 4,737 4,740 4,805 4,822 4,815 

交通安全交付金 7 7 7 7 7 

分担金・負担金 37 37 37 37 37 

使用料 233 233 233 233 233 

手数料 60 60 60 60 60 

国庫支出金 1,377 1,374 1,371 1,369 1,368 

県支出金 1,225 1,229 1,232 1,236 1,239 

財産収入 55 55 56 53 53 

寄附金 16 16 16 16 16 

繰入金 780 880 685 280 0 

諸収入 487 488 489 491 491 

地方債 697 620 620 620 620 

繰越金 673 905 856 714 350 

歳入合計 15,784 15,995 15,819 15,292 14,650 

 

39 
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頁 旧

(現

行) 

歳出                                                               (単位:百万円) 

区   分 平成 

17年度 

平成 

18年度 

平成 

19年度 

平成 

20年度 

平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

平成 

26年度 

平成 

27年度 

平成 

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

平成 

31年度 

人件費 3,216 3,122 3,061 2,976 3,033 3,065 3,031 2,894 2,863 2,834 2,804 2,744 2,744 2,709 2,709 

扶助費 1,274 1,373 1,473 1,573 1,649 2,166 2,256 2,228 2,275 2,324 2,324 2,426 2,480 2,534 2,534 

公債費 973 1,206 1,122 1,268 1,121 1,212 1,316 1,669 1,341 1,341 1,368 1,451 1,519 1,578 1,579 

物件費 3,103 3,004 2,866 2,793 2,759 2,800 2,763 2,801 2,749 2,749 2,671 2,671 2,671 2,671 2,671 

維持補修費 56 55 49 52 43 49 55 60 50 50 50 50 50 50 50 

補助費等 1,653 1,545 2,544 1,617 1,921 1,247 1,279 1,447 1,310 1,259 1,239 1,239 1,239 1,239 1,239 

うち組合負担金 350 343 333 332 336 367 421 421 421 421 421 421 421 421 421 

積立金 572 417 74 127 716 209 105 7 15 15 15 15 15 15 15 

投資・出資・貸付金 64 6 5 8 4 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 

繰出金 2,006 2,071 2,209 2,289 2,593 2,441 2,272 2,631 2,652 2,663 2,657 2,699 2,736 2,771 2,801 

投資的経費 1,529 2,665 2,255 2,063 1,188 1,147 1,744 2,048 2,184 2,243 1,215 880 880 880 880 

うち普通建設事業費 1,529 2,665 2,255 2,063 1,188 1,147 1,744 2,046 2,182 2,241 1,213 878 878 878 878 

うち災害復旧事業費 0 0 0 0 0 0 0 2 2 2 2 2 2 2 2 

歳出合計 14,446 15,464 15,658 14,766 15,027 14,339 14,824 15,788 15,442 15,521 14,396 14,208 14,337 14,450 14,481 

                                平成２３年度までは実績値、平成２４年度以降は中期財政計画の財政推計(平成２４年９月)に基づく推計値 

40 
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頁 新 歳出                                                               （単位：百万円） 

区   分 平成 

17年度 

平成 

18年度 

平成 

19年度 

平成 

20年度 

平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

平成 

26年度 

平成 

27年度 

平成 

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

平成 

31年度 

人件費 3,216 3,122 3,061 2,976 3,033 3,065 3,031 2,836 2,728 2,856 2,836 2,739 2,715 2,742 2,742 

扶助費 1,274 1,373 1,473 1,573 1,649 2,166 2,256 2,239 2,202 2,282 2,339 2,540 2,483 2,501 2,520 

公債費 973 1,206 1,122 1,268 1,121 1,212 1,316 1,678 1,540 1,335 1,330 1,409 1,494 1,561 1,592 

物件費 3,103 3,004 2,866 2,793 2,759 2,800 2,763 2,644 2,671 2,877 2,957 2,766 2,839 2,829 2,736 

維持補修費 56 55 49 52 43 49 55 51 53 59 67 57 62 56 56 

補助費等 1,653 1,545 2,544 1,617 1,921 1,247 1,279 1,501 1,415 1,555 1,897 1,615 1,636 1,620 1,623 

うち組合負担金 350 343 333 332 336 367 421 492 569 607 619 618 619 619 619 

積立金 572 417 74 127 716 209 105 150 56 4 9 3 6 3 2 

投資・出資・貸付金 64 6 5 8 4 3 3 3 3 403 2 2 2 2 2 

繰出金 2,006 2,071 2,209 2,289 2,593 2,441 2,272 2,371 2,412 2,608 2,701 2,646 2,704 2,482 2,527 

投資的経費 1,529 2,665 2,255 2,063 1,188 1,147 1,744 2,015 3,331 2,645 1,869 1,784 1,772 1,381 1,321 

うち普通建設事業費 1,529 2,665 2,255 2,063 1,188 1,147 1,744 2,015 3,296 2,645 1,869 1,784 1,764 1,381 1,321 

うち災害復旧事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 35 0 

 

0 0 8 0 0 

歳出合計 14,446 15,464 15,658 14,766 15,027 14,339 14,824 15,488 16,411 16,624 16,007 15,561 15,713 15,177 15,121 

                               平成２８年度までは実績値、平成２９年度以降は中期財政計画の財政推計(平成２９年１０月)に基づく推計値 

40 

新                               

区   分 平成 

32年度 

平成 

33年度 

平成 

34年度 

平成 

35年度 

平成 

36年度 

人件費 2,742 2,742 2,742 2,742 2,742 

扶助費 2,539 2,559 2,580 2,601 2,623 

公債費 1,634 1,718 1,720 1,641 1,563 

物件費 2,726 2,716 2,706 2,696 2,686 

維持補修費 56 56 56 56 56 

補助費等 1,625 1,615 1,619 1,618 1,624 

うち組合負担金 619 619 619 619 619 

積立金 2 1 1 1 1 

投資・出資・貸付金 2 2 2 2 2 

繰出金 2,544 2,735 2,704 2,597 2,456 

投資的経費 1,009 995 975 988 895 

うち普通建設事業費 1,009 995 975 988 895 

うち災害復旧事業費 0 0 0 0 0 

歳出合計 14,879 15,139 15,105 14,942 14,648 
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